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１．長崎県国土強靱化地域計画策定の目的、趣旨 

  

今すぐにでも発生し得る大規模自然災害等に備えて早急に事前防災及び減災に係

る施策を進めるためには、大規模自然災害等に対する脆弱性を評価し、優先順位を定

め、事前に的確な施策を実施して大規模自然災害等に強い国土及び地域を作るととも

に、自らの生命及び生活を守ることができるよう地域住民の力を向上させることが必

要であることから、平成 25年 12月 11日、国土強靱化基本法が施行された。 

この法律の目的、基本理念は以下のとおりであり、第四条において地方公共団体の

責務、第十三条において地域計画の策定について規定されている。 

 

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（抄） 

（目的）  

第一条  この法律は、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国際競争力の向上に資する

国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規模自然災害等（以下単に「大規模

自然災害等」という。）に備えた国土の全域にわたる強靱な国づくり（以下「国土強靱化」という。）

の推進に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、及び国土強靱化基本計画の策定その

他国土強靱化に関する施策の基本となる事項を定めるとともに、国土強靱化推進本部を設置する

こと等により、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の確保

並びに国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に資することを目的とする。  

（基本理念）  

第二条  国土強靱化に関する施策の推進は、東日本大震災（平成二十三年三月十一日に発生した

東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）から得られた教訓

を踏まえ、必要な事前防災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的に実

施することが重要であるとともに、国際競争力の向上に資することに鑑み、明確な目標の下に、

大規模自然災害等からの国民の生命、身体及び財産の保護並びに大規模自然災害等の国民生活及

び国民経済に及ぼす影響の最小化に関連する分野について現状の評価を行うこと等を通じて、当

該施策を適切に策定し、これを国の計画に定めること等により、行われなければならない。  

（地方公共団体の責務）  

第四条  地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、国土強靱化に関し、国との適切な役割

分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定し、及

び実施する責務を有する。  

（国土強靱化地域計画）  

第十三条  都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的な計

画（以下「国土強靱化地域計画」という。）を、国土強靱化地域計画以外の国土強靱化に係る当該
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都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定めることができる。  

  

もとより、都道府県は災害対策基本法に基づき地域防災計画を策定し、災害が発生

した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を図るため様々な防災対策を行

なっているところであるが、国土強靱化基本法の理念、責務に基づいて、自然災害の

リスクを踏まえ、どんな事が起ころうとも最悪な事態に陥る事が避けられるような強

靱な行政機能、地域社会を事前につくりあげることが重要である。 

長崎県が直面する大規模自然災害のリスク等を踏まえ、住民の生命と財産を守り、

経済社会活動を安全に営むことができる地域づくりを進める必要性に鑑み、国土強靱

化の施策を総合的かつ計画的に推進するため、長崎県国土強靱化地域計画を策定する。 

 なお、本計画における「強靱な県土づくり」は、国連が掲げる「持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）」※1 で目指す方向性とも一致するものであり、その実現に向けて、本

計画を計画的に推進していく。 

※1 「持続可能な開発目標（SDGs）」 

 2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に記載された 2016

年から 2030 年までの国際目標。 

持続可能な世界を実現するための 17 の目標と 169 のターゲットから構成され、「地球上の誰一人とし

て取り残さない」社会の実現を目指し、開発途上国のみならず先進国を含む国際社会全体の目標とし

て、経済・社会・環境の諸問題を統合的に解決することを目指している。 

 本計画では、この SDGsの理念を踏まえながら関係する以下の取組を推進し、国際社会の一員として、

SDGs の達成に貢献することで、県民の皆様が安心して暮らせるような持続可能なまちづくりを推進し

ていく。 

（関係する取組） 

 

 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー

ションの推進を図る 

 

 
包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


